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会
長
提
出
決
議
〈下〉

5

地
震
、
集
中
豪
雨
な
ど

頻
発
・
激
甚
化
す
る
大
規

模
災
害
等
に
対
応
す
る
防

災
・
減
災
対
策
の
充
実
強

化
⑴

災
害
復
旧
・
復
興
支
援

対
策
の
充
実
強
化

①
災
害
復
旧
・
復
興
事
業

に
要
す
る
経
費
の
地
方
負
担

に
対
す
る
支
援
措
置
の
充
実

強
化
②
災
害
救
助
法
に
基
づ

く
支
援
お
よ
び
被
災
者
生
活

再
建
支
援
制
度
等
の
拡
充
③

被
災
自
治
体
に
お
け
る
中
長

期
的
な
人
的
・
技
術
的
支
援

措
置
―
な
ど
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
、
30
年
度
の

大
規
模
自
然
災
害
を
踏
ま
え

た
第
1
次
補
正
予
算
が
30
年

11
月
7
日
、
参
院
本
会
議
で

可
決
、
成
立
。
総
額
9
3
5

6
億
円
、
う
ち
災
害
か
ら
の

復
旧
・
復
興
と
し
て
7
2
7

5
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

②
に
つ
い
て
、
31
年
度
内

閣
府
予
算
で
、
被
災
者
生
活

再
建
支
援
金
補
助
金
6
億
円

（
前
年
度
同
）
が
計
上
さ
れ

た
。
被
災
者
生
活
再
建
支
援

法
に
基
づ
き
、
自
然
災
害
で

生
活
基
盤
に
著
し
い
被
害
を

受
け
た
者
に
対
し
、
被
災
者

生
活
再
建
支
援
法
人
が
支
給

す
る
支
援
金
（
最
大
3
0
0

万
円
）
の
2
分
の
1
に
相
当

す
る
額
が
補
助
さ
れ
る
。

③
に
つ
い
て
、
被
災
市
町

村
へ
の
中
長
期
的
な
支
援
と

し
て
総
務
省
と
全
国
市
長
会

・
全
国
町
村
会
の
派
遣
ス
キ

ー
ム
に
よ
る
被
災
市
町
村
へ

の
応
援
職
員
の
派
遣
を
行
っ

て
い
る
。
30
年
度
は
東
日
本

大
震
災
、
熊
本
地
震
、
九
州

北
部
豪
雨
に
対
し
1
0
3
5

人
（
30
年
10
月
1
日
現
在
）
、

30
年
7
月
豪
雨
に
対
し
1
8

3
人（
30
年
10
月
24
日
現
在
）

を
派
遣
し
て
い
る
。

⑵

地
震
・
津
波
・
火
山
噴

火
対
策
等
の
充
実
強
化

①
「
強
く
し
な
や
か
な
国

民
生
活
の
実
現
を
図
る
た
め

の
防
災
・
減
災
等
に
資
す
る

国
土
強
靭
化
基
本
法
」
な
ど

に
基
づ
く
施
策
の
着
実
な
推

進
お
よ
び
地
方
自
治
体
の
負

担
軽
減
措
置
の
拡
充
②
地
震
、

津
波
お
よ
び
火
山
噴
火
に
よ

る
被
害
を
最
小
限
に
す
る
た

め
の
観
測
・
監
視
体
制
の
強

化
③
建
築
物
の
耐
震
診
断
・

耐
震
改
修
に
係
る
財
政
支
援

措
置
や
技
術
力
の
確
保
に
関

す
る
取
組
の
充
実
強
化
―
な

ど
を
要
望
し
た
。

①
で
は
、
政
府
は
30
年
12

月
14
日
、
国
土
強
靱
化
基
本

計
画
の
変
更
を
行
っ
た
。
7

月
豪
雨
や
台
風
第
21
号
、
北

海
道
胆
振
東
部
地
震
な
ど
近

年
の
災
害
か
ら
得
ら
れ
た
知

見
な
ど
を
反
映
し
て
い
る
。

計
画
の
見
直
し
を
踏
ま
え
、

国
土
強
靱
化
予
算
（
関
係
府

省
庁
の
予
算
額
の
集
計
）
は

5
兆
3
0
5
6
億
円
（
前
年

度
比
40
％
増
）
が
計
上
さ
れ
、

防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化

新新
元元
号号
令令
和和

政
府
は
4
月
1
日
、
「
平

成
」
に
代
わ
る
新
た
な
元
号

を
「
令
和
（
れ
い
わ
）
」
と

決
定
し
、
菅
義
偉
官
房
長
官

が
発
表
し
た
。
元
号
を
改
め

る
政
令
は
、
皇
太
子
さ
ま
が

新
天
皇
に
即
位
す
る
5
月
1

日
に
施
行
、
改
元
と
な
る
。

日
本
最
古
の
歌
集
「
万
葉

集
」
の
「
梅
花
の
歌
」
の
「
初

春
令
月
、
気
淑
風
和
」
か
ら

引
用
し
た
。
元
号
の
典
拠
が

日
本
古
典
（
国
書
）
と
な
る

の
は
初
め
て
。

安
倍
晋
三
内
閣
総
理
大
臣

は
記
者
会
見
で
、「
厳
し
い
寒

さ
の
後
に
春
の
訪
れ
を
告
げ
、

見
事
に
咲
き
誇
る
梅
の
花
の

よ
う
に
、
日
本
人
が
明
日
へ

の
希
望
と
と
も
に
、
そ
れ
ぞ

れ
の
花
を
大
き
く
咲
か
せ
る

こ
と
が
で
き
る
、
そ
う
し
た

日
本
で
あ
り
た
い
と
の
願
い

を
込
め
た
」
と
説
明
し
た
。

【
2
面
へ
続
く
】
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出典：総務省資料

3300
年年
度度
要要
望望
結結
果果
のの
概概
要要

総務省、全国市長会及び全国町村会による被災市町村
に対する中長期の職員派遣のスキーム

（派遣申出）

【都道府県→市町村支援】

（派遣要請）

【
市
町
村
↓
市
町
村
支
援
】

全国都道府県

被
災
市
町
村

被
災
県
市
町
村
課

総

務

省

全
国
市
長
会
・
町
村
会

全
国
市
区
町
村

①被災県において、当該県から
の職員派遣及び県内市町村への
派遣要請を行う。
②需要が充足されない場合、地
域ブロック内の県及び市町村に
派遣要請を行う。

③②をもってなお需要が充足
されない職員数について、被
災県が総務省に対し、派遣要
請を行う。

（1） 平成31年4月15日 第2081号全国市 議 会 旬 報



基本目標 事前に備えるべき目標  起きてはならない最悪の事態 

Ⅰ　人命の保護が
最大限図られる 
 
Ⅱ　国家及び社会
の重要な機能が
致命的な障害を
受けず維持され
る 
 
Ⅲ　国民の財産及
び公共施設に係
る被害の最小化 
 

 
Ⅳ　迅速な復旧 
復興  

1 直接死を最大限防ぐ 

1-1 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多数の死傷者の発生 
1-3 広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生 

1-4 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 
1-5 大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生 

2 
救助・救急、医療活動が迅速に行
われるとともに、被災者等の健康
・避難生活環境を確実に確保する 

 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止 

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

2-7 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪化・死者の発生 

4 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 4-3 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

5 経済活動を機能不全に陥らせない 

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競争力の低下 

5-5 太平洋ベルト地帯の幹線が分断するなど、基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響 
5-8 食料等の安定供給の停滞 

6 
ライフライン、燃料供給関連施設、
交通ネットワーク等の被害を最小
限に留めるとともに、早期に復旧
させる 

6-1 
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供
給、石油・LP ガスサプライチェーン等の長期間にわたる機能
の停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

7 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 
7-1 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生 
7-6 農地・森林等の被害による国土の荒廃 

【
1
面
か
ら
続
く
】

の
た
め
の
3
か
年
緊
急
対
策

（
取
組
施
策
�
1
6
0
項
目
、

事
業
規
模
�
概
ね
7
兆
円
程

度
）
な
ど
が
実
施
さ
れ
る
。

②
に
つ
い
て
、
31
年
度
気

象
庁
予
算
で
は
、
地
震
・
津

波
・
火
山
噴
火
に
対
す
る
観

測
体
制
の
強
化
と
し
て
9
億

8
5
0
0
万
円
（
前
年
度
比

6
・
4
％
増
）
が
計
上
さ
れ

た
。
長
期
間
に
わ
た
り
噴
火

活
動
を
休
止
し
て
い
る
火
口

に
民
間
カ
メ
ラ
な
ど
を
最
大

限
活
用
し
た
監
視
体
制
の
強

化
な
ど
を
推
進
す
る
と
し
た
。

③
は
、
31
年
度
国
土
交
通

省
住
宅
局
関
係
予
算
で
、
住

宅
・
建
築
物
の
耐
震
改
修
等

の
推
進
と
し
て
耐
震
対
策
緊

急
促
進
事
業
1
2
1
億
円

（
前
年
度
比
1
％
増
）
、
防

災
・
省
エ
ネ
ま
ち
づ
く
り
緊

急
促
進
事
業
75
億
4
6
0
0

万
円
（
同
2
％
増
）
、
住
宅

・
建
築
物
安
全
ス
ト
ッ
ク
形

成
事
業
（
社
会
資
本
整
備
総

合
交
付
金
8
7
1
3
億
円
�

同
2
％
減
�
の
内
数
）
が
計

上
さ
れ
た
。

⑶

台
風
・
集
中
豪
雨
・
豪

雪
対
策
等
の
充
実
強
化

①
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
対
策

を
連
携
さ
せ
た
水
害
・
土
砂

災
害
対
策
、
山
地
災
害
対
策

等
の
推
進
、
気
象
観
測
体
制

の
強
化
②
豪
雪
被
害
に
係
る

除
排
雪
経
費
の
所
要
額
確
保

や
地
域
除
排
雪
体
制
の
整
備

等
、
各
種
雪
害
対
策
の
充
実

強
化
―
な
ど
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
、
31
年
度
国

交
省
水
管
理
・
国
土
保
全
局

関
係
予
算
の
治
山
治
水
対
策

で
1
兆
1
5
3
億
円
（
前
年

度
比
32
％
増
）
が
計
上
さ
れ

た
。こ

の
う
ち
、
水
害
の
頻
発

・
激
甚
化
に
対
応
す
る
治
水

対
策
と
し
て
5
8
0
8
億
円

が
計
上
さ
れ
、
気
候
変
動
な

ど
に
伴
う
水
害
の
頻
発
・
激

甚
化
を
踏
ま
え
て
、
事
前
防

災
対
策
が
計
画
的
に
実
施
さ

れ
る
と
と
も
に
、
激
甚
な
水

害
発
生
地
域
な
ど
で
の
再
度

災
害
防
止
対
策
等
が
集
中
的

に
実
施
さ
れ
る
。

②
に
つ
い
て
、
31
年
度
国

交
省
国
土
政
策
局
関
係
予
算

で
は
、
豪
雪
地
帯
対
策
の
推

進
と
し
て
2
8
0
0
万
円

（
前
年
度
比
10
％
減
）
が
計

上
さ
れ
、
雪
下
ろ
し
等
の
担

い
手
確
保
や
安
全
対
策
の
普

及
啓
発
が
強
化
さ
れ
る
。

⑷

防
災
・
安
全
に
資
す
る

社
会
資
本
整
備
事
業
へ
の

支
援

①
防
災
・
安
全
交
付
金
お

よ
び
公
共
施
設
等
適
正
管
理

推
進
事
業
債
の
所
要
額
の
確

保
な
ど
十
分
な
財
源
の
確
保

②
社
会
イ
ン
フ
ラ
等
の
老
朽

化
対
策
に
つ
い
て
、
ハ
ー
ド

・
ソ
フ
ト
両
面
か
ら
の
全
体

像
の
明
確
化
や
自
由
度
の
高

い
交
付
金
の
創
設
な
ど
、
総

合
的
・
計
画
的
な
対
策
の
推

進
③
地
方
自
治
体
に
よ
る
適

時
的
確
な
避
難
勧
告
等
の
発

令
に
資
す
る
た
め
、
災
害
予

測
シ
ス
テ
ム
な
ど
の
新
技
術

の
開
発
・
導
入
に
係
る
十
分

な
財
政
支
援
措
置
―
な
ど
を

要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
、
31
年
度
国

交
省
予
算
で
は
、
防
災
・
安

全
交
付
金
に
1
兆
3
1
7
3

億
円（
前
年
度
比
18
％
増
）が

計
上
さ
れ
、
頻
発
す
る
風
水

害
・
土
砂
災
害
や
大
規
模
地

震
・
津
波
へ
の
防
災
・
減
災

対
策
、
イ
ン
フ
ラ
長
寿
命
化

計
画
を
踏
ま
え
た
老
朽
化
対

策
な
ど
地
方
自
治
体
等
の
取

組
が
集
中
的
に
支
援
さ
れ
る
。

②
に
つ
い
て
、
地
方
財
政

対
策
で
は
、
「
防
災
・
減
災
、

国
土
強
靱
化
の
た
め
の
3
か

年
緊
急
対
策
」
に
基
づ
く
国

直
轄
・
補
助
事
業
に
つ
い
て
、

地
方
財
政
計
画
に
1
兆
1
5

1
8
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

そ
の
地
方
負
担
に
つ
い
て
は
、

地
方
財
政
措
置
（
防
災
・
減

災
・
国
土
強
靱
化
緊
急
対
策

事
業
債
�
充
当
率
：
1
0
0

％
、
元
利
償
還
金
に
対
す
る

交
付
税
措
置
率
：
50
％
）
が

講
じ
ら
れ
る
。

③
に
つ
い
て
、
31
年
度
国

交
省
予
算
で
は
、
新
技
術
導

入
促
進
調
査
経
費
に
18
億
円

（
前
年
度
比
50
％
増
）
が
計

上
さ
れ
、
公
共
事
業
に
お
い

て
、
新
技
術
の
導
入
・
活
用

に
よ
り
当
該
事
業
の
品
質
向

上
、
ほ
か
の
公
共
事
業
へ
の

適
用
拡
大
を
図
る
と
し
た
。

⑸

消
防
防
災
体
制
の
充
実

強
化

消
防
防
災
施
設
・
設
備
整

備
に
対
す
る
財
政
措
置
の
拡

充
と
消
防
団
の
装
備
の
充
実

や
団
員
の
待
遇
改
善
等
に
対

す
る
財
政
措
置
の
拡
充
を
要

望
し
た
。

31
年
度
消
防
庁
予
算
で
は
、

地
域
防
災
力
の
中
核
と
な
る

消
防
団
や
自
主
防
災
組
織
な

ど
の
充
実
強
化
に
23
・
4
億

円
（
前
年
度
比
3
・
4
倍
）
、

30
年
度
第
2
次
補
正
予
算
に

25
・
3
億
円（
同
2
・
2
倍
）

が
計
上
さ
れ
た
。

⑹

医
療
救
護
体
制
の
充
実

強
化

医
療
機
関
の
耐
震
化
や
医

薬
品
・
資
機
材
の
整
備
、
医

療
救
護
に
係
る
人
材
育
成
・

確
保
な
ど
医
療
救
護
体
制
の

充
実
強
化
を
要
望
し
た
。

【
3
面
へ
続
く
】

※「国土強靱化基本計画」（平成30年12月14日改訂）に基づく 出典：内閣府資料

重点化すべきプログラムに係る起きてはならない最悪の事態
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県名  

福島県 

(一部地域) 原乳、非結球性葉菜類(ホウレンソウ･コマツナ等)          、結球性葉菜類(キャベツ等)、アブラナ科の花蕾類(ブロッコリー･カリフラワ
ー等)、カブ、原木シイタケ(露地・施設栽培)注1、原木ナメコ(露地栽培)、キノコ類(野生のものに限る。)注2、タケノコ、ワサビ
(畑において栽培されたものに限る。)、ウド(野生のものに限る。)、クサソテツ(こごみ)、コシアブラ、ゼンマイ、ウワバミソ
ウ(野生のものに限る。)、タラノメ(野生のものに限る。)、フキ、フキノトウ(野生のものに限る。)、ワラビ、ウメ、ユズ、ク
リ、キウイフルーツ、米(平成23・24・25・26・27・28・29・30年産)注1、ヤマメ(養殖を除く。)、ウグイ、ウナギ、アユ(養殖を
除く。)、イワナ(養殖を除く。)、コイ(養殖を除く。)、フナ(養殖を除く。)、クマの肉 

(全域) 水産物(７種)、牛の肉注1、イノシシの肉、カルガモの肉、キジの肉、ノウサギの肉、ヤマドリの肉 
青森県 (一部地域) キノコ類(野生のものに限る。)注3 

岩手県 
(一部地域) 原木シイタケ(露地栽培)注1、原木クリタケ(露地栽培)、原木ナメコ(露地栽培)注1、キノコ類(野生のものに限る。)、タケノコ、

コシアブラ、ゼンマイ、セリ(野生のものに限る。)、ワラビ(野生のものに限る。)、クロダイ、イワナ(養殖を除く。) 
(全域) 牛の肉注1、シカの肉、クマの肉、ヤマドリの肉 

宮城県 
(一部地域) 原木シイタケ(露地栽培)注1、キノコ類(野生のものに限る。)、タケノコ、コシアブラ、ゼンマイ、タラノメ(野生のものに限る。)、

ワラビ（野生のものに限る）、イワナ(養殖を除く。)、アユ(養殖を除く。)、ヤマメ(養殖を除く。)、ウグイ 
(全域) クロダイ、牛の肉注1、イノシシの肉、クマの肉、シカの肉 

山形県 (全域) クマの肉注1 

茨城県 (一部地域) 原木シイタケ(露地・施設栽培)注1、タケノコ、コシアブラ(野生のものに限る。)、アメリカナマズ(養殖を除く。)、ウナギ 
(全域) イノシシの肉注1 

栃木県 

(一部地域) 原木シイタケ(露地・施設栽培)注1、原木クリタケ(露地栽培)、原木ナメコ(露地栽培)、キノコ類(野生のものに限る。)、タケノ
コ、クサソテツ(こごみ)(野生のものに限る。)、コシアブラ(野生のものに限る。)、サンショウ(野生のものに限る。)、ゼンマ
イ(野生のものに限る。)、タラノメ(野生のものに限る。)、ワラビ(野生のものに限る。) 

(全域) 牛の肉注1、イノシシの肉注1、シカの肉 

群馬県 
(一部地域) キノコ類(野生のものに限る。)、こしあぶら（野生のものに限る。）、たらのめ（野生のものに限る。）、イワナ(養殖を除く。)、

ヤマメ(養殖を除く。) 
(全域) イノシシの肉、クマの肉、シカの肉、ヤマドリの肉 

埼玉県 (一部地域) キノコ類(野生のものに限る。) 

千葉県 (一部地域) 原木シイタケ(露地・施設栽培)注1、ギンブナ、コイ、ウナギ 
(全域) イノシシの肉注1 

新潟県 (一部地域) コシアブラ(野生のものに限る。)、クマの肉 
山梨県 (一部地域) キノコ類(野生のものに限る。) 
長野県 (一部地域) キノコ類(野生のものに限る。)注4、コシアブラ、シカの肉注1 
静岡県 (一部地域) キノコ類(野生のものに限る。) 

出 荷 制 限 品 目

31
年
度
厚
生
労
働
省
予
算

で
は
、
災
害
医
療
体
制
の
推

進
に
82
億
円
（
前
年
度
比
19

・
5
倍
）
が
計
上
さ
れ
た
。

①
医
療
提
供
体
制
推
進
事
業

費
補
助
金
2
3
0
億
円
（
同

0
・
4
％
増
）
②
医
療
提
供

体
制
施
設
整
備
交
付
金
1
0

4
億
円
（
同
3
・
25
倍
）
③

国
立
病
院
機
構
運
営
費
交
付

金
1
5
5
億
円
（
同
4
・
7

％
増
）―
も
計
上
さ
れ
た（
①

〜
③
は
内
数
）
。

⑺

原
子
力
発
電
所
の
安
全

・
防
災
対
策
の
充
実
強
化

東
京
電
力
福
島
第
一
原
子

力
発
電
所
事
故
の
原
因
や
対

応
の
検
証
結
果
を
踏
ま
え
た
、

速
や
か
な
万
全
の
安
全
対
策

や
防
災
対
策
の
強
化
を
要
望

し
た
。

31
年
度
内
閣
府
予
算
で
は
、

原
子
力
防
災
対
策
の
充
実
・

強
化
に
1
3
8
億
6
5
0
0

万
円
（
前
年
度
比
26
・
7
％

増
）
を
計
上
。
地
域
防
災
計

画
・
避
難
計
画
の
具
体
化
・

充
実
化
支
援
や
原
子
力
災
害

時
避
難
円
滑
化
モ
デ
ル
実
証

事
業
な
ど
が
実
施
さ
れ
る
。

6

東
日
本
大
震
災
か
ら
の

復
旧
・
復
興

⑴

東
日
本
大
震
災
か
ら
の

早
期
復
旧
・
復
興

①
被
災
地
の
実
情
に
応
じ

た
復
興
交
付
金
の
柔
軟
な
運

用
、
復
旧
・
復
興
事
業
予
算
、

震
災
復
興
特
別
交
付
税
な
ど

の
所
要
額
確
保
、
復
興
事
業

完
了
ま
で
の
継
続
的
措
置
②

抜
本
的
雇
用
対
策
や
被
災
者

生
活
再
建
支
援
制
度
拡
充
等

の
各
種
支
援
措
置
の
充
実
強

化
③
地
域
産
業
の
復
旧
・
復

興
に
対
す
る
支
援
措
置
の
充

実
強
化
―
な
ど
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
、
31
年
度
復

興
庁
予
算
に
1
兆
4
7
8
1

億
円
が
計
上
さ
れ
、
被
災
者

支
援
、
住
宅
再
建
・
復
興
ま

ち
づ
く
り
、
産
業
・
な
り
わ

い
の
再
生
、
原
子
力
災
害
か

ら
の
復
興
・
再
生
の
4
つ
の

方
針
に
沿
っ
て
被
災
地
の
復

興
が
進
め
ら
れ
る
。

31
年
度
地
方
財
政
計
画

（
東
日
本
大
震
災
分
）
で
は
、

震
災
復
興
特
別
交
付
税
4
0

4
9
億
円
（
前
年
度
比
4
・

2
％
減
）
が
確
保
さ
れ
た
。

ま
た
、
政
府
は
31
年
3
月

8
日
、「
復
興
・
創
生
期
間
」

に
お
け
る
東
日
本
大
震
災
か

ら
の
復
興
の
基
本
方
針
を
閣

議
決
定
し
た
。
基
本
方
針
に

お
い
て
、
復
興
庁
は
2
0
2

1
年
3
月
に
廃
止
さ
れ
る
が
、

復
興
庁
と
同
じ
よ
う
な
後
継

組
織
を
設
置
す
る
こ
と
が
明

記
さ
れ
た
。

②
に
つ
い
て
、
31
年
度
復

興
庁
予
算
で
、
津
波
・
原
子

力
災
害
被
害
地
域
雇
用
創
出

企
業
立
地
補
助
金
の
企
業
な

ど
か
ら
の
申
請
期
限（
30
年

度
）が
1
年
間
延
長
さ
れ
る
。

被
災
者
生
活
再
建
支
援
金
補

助
金
は
1
0
7
億
円（
前
年

度
比
1
億
円
減
）が
計
上
さ

れ
、
住
宅
が
全
壊
、
大
規
模

半
壊
な
ど
の
一
定
の
要
件
に

該
当
し
た
被
災
世
帯
を
対
象

に
基
礎
支
援
金（
最
高
1
0

0
万
円
）、
加
算
支
援
金（
最

高
2
0
0
万
円
）が
支
給
さ

れ
る
。

③
に
つ
い
て
、
31
年
度
復

興
庁
予
算
で
、
観
光
復
興
関

連
事
業
49
億
円（
前
年
度
比

2
％
減
）が
計
上
さ
れ
た
。

「
観
光
先
進
地
・
東
北
」
に

向
け
て
、
東
北
の
外
国
人
宿

泊
者
数
を
来
年
ま
で
に
1
5

0
万
人
と
す
る
た
め
、
所
要

額
が
計
上
さ
れ
、
東
北
の
観

光
復
興
を
加
速
化
す
る
と
し

た
。

⑵

原
子
力
発
電
所
事
故
災

害
へ
の
対
応

①
風
評
被
害
の
速
や
か
な

終
息
に
向
け
た
取
組
強
化
、

農
水
畜
産
物
な
ど
の
放
射
性

物
質
対
策
や
生
産
者
へ
の
支

援
等
の
拡
充
②
食
品
の
出
荷

規
制
の
早
期
解
除
に
向
け
た

取
組
や
諸
外
国
で
の
輸
入
規

制
措
置
の
撤
廃
に
向
け
た
更

な
る
取
組
等
へ
の
支
援
措
置

の
充
実
強
化
③
除
染
対
策
事

業
交
付
金
の
十
分
な
財
源
確

保
や
除
染
作
業
の
更
な
る
加

速
化
を
図
る
た
め
の
万
全
の

措
置
―
な
ど
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
、
31
年
度
復

興
庁
予
算
で
、
原
子
力
災
害

か
ら
の
復
興
・
再
生
と
し
て

6
4
8
6
億
円
（
前
年
度
比

13
・
3
％
減
）
が
計
上
さ
れ

た
。
原
子
力
事
故
災
害
か
ら

の
福
島
の
復
興
・
再
生
を
加

速
化
さ
せ
る
た
め
、
避
難
指

【
2
面
か
ら
続
く
】

【
4
面
へ
続
く
】

出典：厚生労働省資料

原子力災害対策特別措置法に基づく出荷制限の対象食品（平成30年11月末時点）

注1）県の管理下のもとで出荷するものについて一部解除 注2）このうち、一部地域のナ
メコ、ムキタケ、クリタケ及びマイタケを除く

注3）このうち、一部地域のナラタケを除く 注4）このうち、一部地域のマツタケを除く

（3） 平成31年4月15日 第2081号全国市 議 会 旬 報
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【
3
面
か
ら
続
く
】

示
が
解
除
さ
れ
た
区
域
で
の

生
活
再
開
に
必
要
な
環
境
整

備
や
帰
還
困
難
区
域
の
特
定

復
興
再
生
拠
点
の
整
備
な
ど

が
実
施
さ
れ
る
。
中
間
貯
蔵

施
設
の
整
備
等
・
放
射
性
汚

染
廃
棄
物
の
処
理
搬
出
な
ど

も
推
進
さ
れ
る
。

②
に
つ
い
て
、
内
閣
府
の

原
子
力
災
害
対
策
本
部
が
定

め
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
「
検

査
計
画
、
出
荷
制
限
等
の
品

目
・
区
域
の
設
定
・
解
除
の

考
え
方
」
）
に
従
い
、
順
次
、

出
荷
制
限
等
の
解
除
な
ど
を

行
っ
て
い
る
。

③
に
つ
い
て
、
30
年
3
月

19
日
ま
で
に
帰
還
困
難
区
域

を
除
き
、
8
県
1
0
0
市
町

村
全
て
で
面
的
除
染
が
完
了

し
た
。
帰
還
困
難
区
域
に
つ

い
て
は
、
今
後
特
定
復
興
再

生
拠
点
区
域
の
整
備
の
中
で

対
応
す
る
と
し
、
特
定
復
興

再
生
拠
点
整
備
事
業
に
8
6

9
億
円
（
前
年
度
比
25
・
9

％
増
）
が
計
上
さ
れ
、
除
染

や
家
屋
解
体
な
ど
が
行
わ
れ

て
い
る
。

※
年
表
記
が
な
い
も
の
は
31
年

▼
議
長

▽
富
士
見

篠
田

剛（
3
・
18
）

▽
藤
枝

薮
﨑
幸
裕（
3
・
20
）

▽
洲
本

木
下
義
寿（
3
・
25
）

▼
副
議
長

▽
串
間今

江

猛（
30
・
5
・
8
）

▽
富
士
見

斉
藤
隆
浩（
2
・
19
）

▽
洲
本

氏
田
年
行（
3
・
25
）

▼
事
務
局
長

▽
黒
石

幾
田
良
一（
4
・
1
）

▽
む
つ

金
澤
寿
々
子（
4
・
1
）

▽
平
川

小
山
内
功
治（
4
・
1
）

▽
盛
岡

阿
部
克
視（
4
・
1
）

▽
花
巻

及
川
牧
雄（
4
・
1
）

▽
一
関

佐
々
木
裕
子（
4
・
1
）

▽
八
幡
平

高
橋
政
典（
4
・
1
）

▽
名
取

相
澤
幸
也（
4
・
1
）

▽
能
代

伊
藤

勉（
4
・
1
）

▽
郡
山

伊
藤
克
彦（
4
・
1
）

▽
十
日
町

笠
原

実（
4
・
1
）

▽
魚
津

冨
居
幹
生（
4
・
1
）

▽
滑
川

妻
木
朋
子（
4
・
1
）

▽
珠
洲

端
根
優
子（
4
・
1
）

▽
野
々
市

加
藤
良
一（
4
・
1
）

▽
小
諸

池
田

剛（
4
・
1
）

▽
中
野
（
長
野
）

柴
本

豊（
4
・
1
）

▽
千
曲

堀
内

登（
4
・
1
）

▽
世
田
谷

平
澤
道
男（
4
・
1
）

▽
小
田
原

佐
藤
克
明（
4
・
1
）

▽
大
和

栗
栖
智
恵（
4
・
1
）

▽
甲
府

嶋
田
忠
司（
4
・
1
）

▽
北
杜

清
水
市
三（
4
・
1
）

▽
中
央
（
山
梨
）

今
井

賢（
4
・
1
）

▽
北
茨
城

須
田
浩
水（
4
・
1
）

▽
取
手

吉
田
文
彦（
4
・
1
）

▽
神
栖

青
野
寿
幸（
4
・
1
）

▽
桜
川

石
川
幹
夫（
4
・
1
）

▽
栃
木

神
永
和
俊（
4
・
1
）

▽
小
山

初
澤
正
実（
4
・
1
）

▽
高
崎

大
河
原
博
幸（
4
・
1
）

▽
館
林

林

成
明（
4
・
1
）

▽
渋
川

大
畠
重
喜（
4
・
1
）

▽
熊
谷

清
水
輝
義（
4
・
1
）

▽
川
口

大
内
昌
弘（
4
・
1
）

▽
秩
父

原
嶋

勉（
4
・
1
）

▽
飯
能

山
崎
晃
男（
4
・
1
）

▽
坂
戸

宮
﨑

勝（
4
・
1
）

▽
木
更
津

今
関

章（
4
・
1
）

▽
旭

髙
安
一
範（
4
・
1
）

▽
八
千
代

石
川
一
俊（
4
・
1
）

▽
八
街

水
村
幸
男（
4
・
1
）

▽
印
西

鈴
木
悦
子（
4
・
1
）

▽
白
井

石
井
治
夫（
4
・
1
）

▽
南
房
総

石
井
喜
弘（
4
・
1
）

▽
香
取

成
毛
正
道（
4
・
1
）

▽
山
武

平
出
博
男（
4
・
1
）

▽
沼
津

杉
山

康（
4
・
1
）

▽
掛
川

岩
井
政
昭（
4
・
1
）

▽
下
田

佐
藤
政
年（
4
・
1
）

▽
豊
橋

小
田
恵
司（
4
・
1
）

▽
春
日
井

長
谷
川
晃（
4
・
1
）

▽
稲
沢

足
立
直
樹（
4
・
1
）

▽
東
海

小
島
や
よ
い（
4
・
1
）

▽
知
多

新
美
良
夫（
4
・
1
）

▽
弥
富

安
井
耕
史（
4
・
1
）

▽
四
日
市

濵
田
信
二（
4
・
1
）

▽
伊
勢

中
村
昌
弘（
4
・
1
）

▽
松
阪

白
藤
哲
央（
4
・
1
）

▽
い
な
べ

奥
岡
昌
英（
4
・
1
）

▽
羽
島

堀

真
人（
4
・
1
）

▽
美
濃
加
茂安

田
智
洋（
4
・
1
）

▽
各
務
原

村
井
清
孝（
4
・
1
）

▽
可
児

伊
左
次
敏
宏（
4
・
1
）

▽
下
呂

加
藤
鈴
彦（
4
・
1
）

▽
八
尾

渡
辺
孝
司（
4
・
1
）

▽
河
内
長
野

柳
谷

昌
伯（
4
・
1
）

▽
綾
部

四
方
恵
美
子（
4
・
1
）

▽
守
山

西
木

弘（
4
・
1
）

▽
高
島

日
置
武
司（
4
・
1
）

▽
東
近
江西

村
要
一
郎（
4
・
1
）

▽
尼
崎

高
尾
博
幸（
4
・
1
）

▽
洲
本

石
田
武
史（
4
・
1
）

▽
加
東

服
部
紹
吾（
4
・
1
）

▽
橿
原

寺
田
和
政（
4
・
1
）

▽
五
條

井
筒
昭
則（
4
・
1
）

▽
新
宮

岸
谷
輝
実（
4
・
1
）

▽
出
雲

上
代
真
弓（
4
・
1
）

▽
倉
敷

佐
藤
伸
生（
4
・
1
）

▽
玉
野

岡
本

隆（
4
・
1
）

▽
備
前

入
江
章
行（
4
・
1
）

▽
東
広
島

脇
本
英
治（
4
・
1
）

▽
小
松
島

仲

英
樹（
4
・
1
）

▽
三
好

船
井
浩
美（
4
・
1
）

▽
丸
亀

渡
辺
研
介（
4
・
1
）

▽
伊
予

藤
本
直
紀（
4
・
1
）

▽
須
崎

小
野
昌
司（
4
・
1
）

▽
四
万
十

阿
部
定
佳（
4
・
1
）

▽
柳
川

田
尻
主
範（
4
・
1
）

▽
伊
万
里

杵
嶋
尚
武（
4
・
1
）

▽
武
雄

松
尾
和
久（
4
・
1
）

▽
小
城

圓
城
寺
士
朗（
4
・
1
）

▽
諫
早

井
上
良
二（
4
・
1
）

▽
対
馬阿

比
留
伊
勢
男（
4
・
1
）

▽
雲
仙

大
津
善
信（
4
・
1
）

▽
阿
蘇

本
山
英
二（
4
・
1
）

▽
豊
後
大
野新

宮
幸
治（
4
・
1
）

▽
出
水

畠
山
義
昭（
4
・
1
）

▽
南
九
州

菊
永
隆
信（
4
・
1
）

▽
糸
満

平
田
徳
明（
4
・
1
）
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